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研究成果の概要（和文）： 

地域公共交通サービスによる地域住民の QOL（Quality of Life）向上効果を明らかにする
ために、個人の活動機会や健康、ソーシャル・キャピタル形成といった観点から調査検討
を行った。その結果に基づき、公共交通サービスの提供が活動機会に与える効果を定量的
に把握する方法論を作り上げた。また、公共交通サービス運営に住民自らが参画すること
を通じた、ソーシャル・キャピタル構築のメカニズムを明らかにした。以上を通じて、公
共交通サービスが QOLに与える効果を把握する枠組みを提示できた。 

 

研究成果の概要（英文）： 

This study aims to clarify the impacts of provision of local public transport services on residents’ QOL 

(Quality Of Life) from perspectives of activity opportunities, health and social capital foundation. A 

methodological system to quantify the effects on activity opportunities is constructed. Also, changes in 

social capital levels from participation of residents in operation of local public transport are investigated. 

According to these analyses, a fundamental framework to capture a relationship between local public 

transport services and residents’ QOL is proposed.  
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１．研究開始当初の背景 

 

「地域公共交通の必要性を問い直す」こと
は、土木計画・交通計画の分野において重要
な今日的課題の１つである。 

路線バスや鉄道といった地域公共交通は、
日本では従来、運賃等による運営事業者の採
算確保を前提に成立するものとして制度的
に位置付けられてきた。しかしながら、近年

では大都市部を除けば採算確保は困難であ
り、公的支援なしに維持不可能な状況に陥っ
ている。 

地域公共交通は、利用者を中心とした沿線
住民に便益のほとんどが帰着する地域公共
財として位置付けられる。そこに国や自治体
の予算を補助金等の形で投入することにな
れば、路線が存在しない地域や、逆に利用者
が多く採算性が確保できる路線沿線地域と
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の間での不公平感が免れない。 

この構造がもたらす結果の典型が、1990 年
代以降全国的に多く見られるようになった、
地域全体をサービスレベルの低い路線で網
羅する自治体運営バスである。これらの大半
は「コミュニティバス」と呼ばれている。現
在、多くのコミュニティバスで、利用者数（す
なわち運賃収入）の割に費用が大きいことが
問題視されている。本来は、「地域公共交通
網が地域に対していかなる効果をもたらす
ことが期待されるか？」「それを現行の地域
公共交通網は提供できているか？」「それに
かかる費用は効率的と言えるか？」を検討す
べきであるが、現段階ではそのための知見や
方法論が提供されていない。結果的に、その
運行に関して、自治体の政策目標との関係が
考慮され、住民の生活向上への効果計測が十
分に行われているとは言い難い。 

地域公共財としての地域公共交通をどの
レベルまで公共部門が確保すべきか、という
課題の突破は、実務面で緊急を要することは
もとより、学術的にも重要である。これは一
意的に決まるものではなく、地域公共交通網
がいかなる運営・運行方式をとるか、例えば
鉄道・路線バス・DRT（Demand Responsive 

Transport）といったモード、運行ダイヤ、そ
して運営において地域住民がどのように関
与しているかなどによって異なり、その因果
メカニズム解明も必要である。 

土木計画・交通計画分野では近年、LRT・
コミュニティバス・DRT そして ST サービス
（Special Transport Service）といった新たな移
動手段の導入について、多くの調査研究が実
施されてきたが、大半は実施事例の紹介や利
用状況・存在に対する意識の分析に留まって
いた。これらを俯瞰した上で、地域公共交通
サービスの供給が地域に何をもたらすのか
を一般的に明らかにすることは、学術的にも
実務的にも極めて重要である。 

 

２．研究の目的 

 

地域公共交通は、主にそれが存在する地域
の住民・利用者の QOL を向上させ、社会経
済的な効果をもたらす。そこで本研究では、
「Quality Of Life（QOL）」を評価尺度として、
地域公共交通サービス提供に伴う QOL 向上
のメカニズムを詳細に分析する。 

本研究が具体的に注目するのは、1)自家用
車が自由に使えない住民にとっての、通学・
通院・買物アクセシビリティ向上による居住
地域の魅力向上、および外出機会・コミュニ
ケーション機会増加による社会参加増大の
効果、2)自家用車からの転換に伴う環境負荷
削減や健康増進の効果、3)地域公共交通が人
の流れをつくりだすことによる地域活性
化・魅力向上の効果、の３点である。これら

は、今後の社会経済トレンド変化に伴って重
要性が増していくことが確実視される。地域
の状況や、供給される地域公共交通サービス
の運営・運行方式によってこれらの効果がい
かに変化するかを明らかにすることで、各地
域に合った地域公共交通政策の方向性を提
案するための基礎的情報を提供する。 

 

３．研究の方法 

 

1)地域公共交通サービスが住民の QOL に
及ぼす影響メカニズムを整理し、その上で特
に重要な項目として、2)活動機会増加、3)健
康改善、4)地域魅力向上、の３つについて、
現地調査・ヒアリングをベースに詳細な評価
を行う。それらを踏まえ、5)各種効果のイン
ベントリや計測手法・データ集をまとめる。 

 

1. 地域公共交通サービスが住民の QOLに
及ぼす影響メカニズムの定性的整理 

研究代表者が既に先行研究において整理
し、社会資本整備や土地利用変化による変化
を計測する方法として定式化している「住民
が居住地から享受できる QOL水準」の評価
枠組みを基本として、地域公共交通の評価に
適合するように詳細化・具体化を図る。 

そのために、地域公共交通の供給が地域住
民や利用者にいかなる効果影響を及ぼすか
についての国内外の調査研究動向を網羅的
に収集し整理する。具体的には、1)自治体等
が提示している地域公共交通確保策の目
的・目標に関する整理、2)各事例を対象とし
た研究における評価項目や評価手法の整理、
を行い、さらに 3)事例研究において 1)で提示
された効果のうち検討が不十分であると判
断される項目については、評価を試みている
関連分野での研究事例の収集も合わせて実
施する。 

 

2. 地域公共交通サービスが地域住民の活
動機会増加に資する効果の定量評価 

公共交通による地域カバー率のような入
力側の指標でなく、活動機会が実際にどの程
度増加し、QOLがどの程度向上しうるかを評
価できる方法論を構築する。そのため、研究
分担者の猪井らが進めてきた、Amartya Sen 

が提唱する「capability approach」による地域
公共交通サービス提供評価手法を基に、研究
代表者が構築してきた QOLによる統合評価
手法へと結びつける。この際、提供される公
共交通サービスの運営・運行形式の違いが、
地域の状況を通してどのような影響を与え
るかについても分析する。 

 

3. 地域公共交通サービスが住民の健康改
善に資する効果の定量評価 

自家用車利用増加に伴って徒歩距離が減



 

 

少し、メタボリック症候群が増加し生活習慣
病リスクが高まるという説があるが、これを
支持する十分な根拠が科学的に得られてい
るとは言い難い。そこで、疫学分野における
徒歩距離等と疾病罹患率等との関係に関す
る諸研究を整理し、上記の因果関係が科学的
に支持されるかどうかを検証する。 

 

4. 地域公共交通サービスが地域の魅力向
上に資する効果の定量評価 

利用者が多く収支率も比較的高い、地域公
共交通導入のいわゆる「成功事例」を対象に、
それが当該地域の活性化や魅力向上にどの
ような影響をもたらしているかを調査する。
また、近年各地で増加している、地域住民が
運営に何らかの形で参画する公共交通の事
例を対象として、参画による生きがいの創出
やコミュニケーション機会の増大、および地
域公共交通確保がまちづくりやむらおこし
へ直接貢献したり、それを考えるきっかけを
提供したりすることによって地域活性化に
貢献するかどうかを、関係者や地域住民への
ヒアリングを通じて調査する。以上をまとめ
て、地域公共交通が地域活性化のためのソー
シャル・キャピタル形成を促進し QOL向上
を実現する効果を明らかにする。 

 

5.各種効果のインベントリや計測手法・デ
ータ集のとりまとめ 

地域公共交通サービスが住民の QOL 向上
をもたらすメカニズムと、その計測手法につ
いて、本研究で開発・適用したものを紹介す
るデータ集をインベントリ（目録）としてま
とめる。 

以上によって、QOL 尺度に基づく地域公
共交通のサービスレベル設定や具体的な供
給方法の提案に対して科学的な情報を提供
できるようになり、モビリティ・マネジメン
トの取り組み等を通じて、政策実施への財政
負担や協働体制についての合意形成や PDCA

サイクル構築に資する。 

 

４．研究成果 

 

1. 地域公共交通サービスが住民の QOLに
及ぼす影響メカニズムの定性的整理 

現在、日本の多くの市町村で運行されてい
るコミュニティバスやデマンド交通につい
て、住民の移動機会確保に関する詳細な分析
をベースに、運営・運行の適切さを評価検討
する仕組みを持つ自治体は少ない。一方で、
都市地域の郊外化や中山間地域の過疎化に
よって、生活に必要なサービスを享受できる
施設等まで物理的に非常に離れている住宅
地や集落が多くなった。さらに、公共交通機
関の衰退により自家用車なしでは自由に移
動できなくなっている。このような地域にお

いては公共交通サービス供給を、住民の活動
機会を保障し QOL を確保するという観点か
ら評価することが必要である。 

 

2. 地域公共交通サービスが地域住民の活
動機会増加に資する効果の定量評価 

増便や運賃低廉化といった公共交通サー
ビス内容変化による地域住民の活動機会増
加への影響を定量評価することを目的とし
て、停留所ごとの需要量を説明するモデルを
構築し、パラメータを推計した（式(1)）。 

 

Yi=k(Pi
α
Fi

β
Ci

γ
)   (1)  

 

i : 停留所 

Yi : 停留所 iの乗客数（公共交通需要量） 

Pi : 停留所 i 周辺（勢力圏内）の補正人口 

Fi : 停留所 i の運行回数 

Ci : 停留所 iから須坂駅までの大人片道運賃 

k: 係数 

α, β, γ: パラメータ（顕在化率） 

 

補正人口 Pは、停留所勢力圏の居住者のう
ち路線バスの利用可能性が高い人口を求め
たもので、移動実態調査に基づくバス分担率
を考慮している。運賃 Cは、医療機関や商業
施設の多くが立地している駅までの運賃を
変数としている。停留所乗客数 Yは、バス路
線再編による効果を明らかにするため、再編
直後（Ⅰ期）と、再編から 1 年を経過したⅡ
期に分けた。 

長野県須坂市を対象としたパラメータ推
計の結果を表-1に示す。運行回数に関するパ
ラメータ βは、Ⅰ期、Ⅱ期ともに β > 1 であ
ることから高頻度運行になるほど公共交通
需要が顕在化しやすいことが示された。また、
再編直後のⅠ期の方がⅡ期よりもパラメー
タ値が大きくなっていることから、期間が経
つにつれて需要が増進していることが読み
取れる。 

一方，運賃に関するパラメータ γ は、Ⅰ期，
Ⅱ期ともに β < -1であり、遠距離逓減運賃の
導入により、遠隔地の公共交通需要が喚起さ
れたことが明らかにされた。 

これによって、交通事業者や自治体が公共
交通サービスを提供したり、従前の公共交通

表-1 停留所需要量モデルのパラメータ推定値 
 

 Ⅰ
期 

Ⅱ
期 パラメータ 推定値 p値 推定値 p値 

α 

β 

γ 

k 

0.980 

1.26 

-2.19 

5.43 

0.00** 

0.00** 

0.00** 

0.914 

1.11 

-1.93 

4.80 

0.00** 

0.00** 

0.00** 

重相関係数 0.70 0.67

2 決定係数 0.49 0.45

2 自由度調整済
決定係数 

0.47 0.42

7 *

*p<0.01 



 

 

サービスを変更することが住民の活動機会
に及ぼす影響を定量的に評価することがで
きるようになった。 

 

3. 地域公共交通サービスが住民の健康改
善に資する効果の定量評価 

地域公共交通サービス提供がモビリティ
向上に及ぼす効果を、歩行能力を考慮して評
価するシステムを開発した。身体的理由等で
バスに乗降することに不自由を感じるか不
可能な場合や、加齢による歩行能力低下によ
りバス停までのアクセスが困難となる場合
について、バス利用に対する抵抗を表現する
ために、移動速度を抵抗に応じて低下させた
上で、歩行可能時間によって公共交通サービ
ス圏域を示す GISシステムを、段差や勾配な
ども考慮した道路ネットワークのデータを
組み込む形で構築している。歩行やカロリー
消費に関するデータとしては、国立長寿医療
センター研究所のデータを用いた。 

愛知県豊山町を対象地域とした公共交通
サービス圏域の算出結果を図-1に示す。バス
停勢圏を円形で表現することは、公共交通利
用可能圏域を過大に表現してしまうこと、加
齢によって圏域が縮小すること、がそれぞれ
表現できるようになった。 

さらに、このモビリティ向上が QOL 向上
にどの程度寄与するかを定量的に評価する
ために、研究代表者がすでに開発してきた
QOL 評価システムにこの結果を入力し分析
を行った。これによって、地域公共交通サー
ビス確保が QOL に及ぼす影響を、個人・地
域ごとにその特性を踏まえた形で推計する
ことができ、政策分析にも資するものとなっ
た。 

さらに、公共交通サービスレベルの向上が
困難な中山間地域を対象に、住民のもとへサ
ービス提供側が出向く「移動型サービス提供」
について、公共交通サービスとの比較を行っ
た。その結果、公共交通サービスを低下させ
た上で、移動型サービス提供施設を導入した
場合、現状の QOL を確保しつつ運用費用が
削減できる可能性が示された。 

 

4. 地域公共交通サービスが地域の魅力向
上に資する効果の定量評価 

地域公共交通サービス供給に地域住民が
関与することによって、ソーシャル・キャピ
タルにどのような影響を与えるかについて
検討した。 

兵庫県佐用町江川地区の住民主体型バス
を対象に、調査から得られた構造的ソーシャ
ル・キャピタルの変化を図-2 に、認知的ソー
シャル・キャピタルの変化を図-3 に示す。住
民主体型バスに取り組む前後で、構造的、認
知的のいずれもほとんど変化がなかった。こ
れは、地域全体で祭りに取り組む等元々のコ

ミュニティ活動が活発であること、近所づき
あいなども密に行われていることから、新た
な取り組みを行ったとしても、変化が顕著に
現れなかったものと考えられる。しかしなが

 
図-1 歩行速度を用いた公共交通サービス圏域の

表現（愛知県豊山町） 

 
図-2 構造的ソーシャル・キャピタル変化 

（兵庫県佐用町） 

 
図-3 認知的ソーシャル・キャピタル変化 

（兵庫県佐用町） 
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表-2 ロジットモデルによる生活のしやすさに

影響を与える要因の推計結果（松山市） 

 

説明変数 Val ue Std. E r ror t val ue
男性ダミー 0. 15309 0. 11446 1. 3375
高齢者ダミー 0. 57809 0. 14028 4. 1209 **

外出頻度 外出頻度 0. 06158 0. 02465 2. 4978 *
交通利用環境 マイカーダミ ー 0. 12887 0. 19153 0. 6729

自動車免許ダミー -0. 01324 0. 20951 -0. 0632
二輪車免許ダミー -0. 18062 0. 24633 -0. 7332
免許ダミー -0. 14338 0. 22274 -0. 6437

松山郊外ダミー 0. 12278 0. 19786 0. 6205
松山中山間地ダミー -0. 20838 0. 21348 -0. 9761
北条中心ダミー -0. 33146 0. 36754 -0. 9018
北条郊外ダミー -0. 97269 0. 36832 -2. 6409 **
廃止ダミー 1. 27808 0. 23498 5. 4391 **

現状維持ダミー 0. 45207 0. 15661 2. 8865 **
地域負担ダミー 0. 34080 0. 20486 1. 6636
運賃負担ダミー 0. 66972 0. 31396 2. 1332 *
利用ダミー 0. 22356 0. 19336 1. 1562

バスが廃止された
際の状況

困るダミー -0. 18795 0. 19655 -0. 9562

バス利用頻度 -0. 14087 0. 02564 -5. 4937 **
バス停までの所要時間-0. 03317 0. 00782 -4. 2421 **

買物ダミー -0. 13614 0. 12964 -1. 0501
通勤ダミー -0. 27894 0. 17828 -1. 5646
通学ダミー 0. 12290 0. 25745 0. 4774
通院ダミー -0. 25928 0. 13456 -1. 9269
福祉ダミー 0. 38331 0. 27156 1. 4115
遊びダミ ー -0. 26937 0. 11872 -2. 2689 *
食事ダミー 0. 17300 0. 17297 1. 0002

金融機関ダミー -0. 37930 0. 13641 -2. 7806 **
教養ダミー -0. 09480 0. 17784 -0. 5331
近所ダミー 0. 29567 0. 27619 1. 0705
送迎ダミー -0. 51269 0. 21358 -2. 4005 *

公共施設ダミー -0. 15128 0. 22057 -0. 6859
特になしダミ ー -0. 03543 0. 28382 -0. 1248

I ntercepts: Val ue Std. E r ror t val ue
1|2 -2. 46330 0. 3681 -6. 6915 **
2|3 -0. 95840 0. 3601 -2. 6617 **
3|4 0. 67570 0. 3594 1. 8800
4|5 2. 73510 0. 3703 7. 3868 **

Resi dual Devi ance: 4047. 693
AIC: 4119. 693

サンプル数： 1, 452
**危険率1% 以下の確率で有意， *危険率5% 以下の確率で有意　

居住地

赤字体質のバス交
通に対する考え

バスの利用状況

普段の外出目的

属性

運転免許の種類

ら、地域に関わる意欲については、地域で解
決する意識が高まっていることが明らかと
なった。 

さらに、「社会的疎外」と「交通サービス」
との関係性を明らかにするため、「社会的疎
外」については主観的評価である満足度に、
「交通サービス」については公共交通サービ
ス水準に着目し、これらの関係性についての
統計的検証を行った。 

愛媛県松山市で行ったアンケート調査結
果を用いて、生活のしやすさに関する総合的
な満足度がどのような要因の影響を受けて
いるかについて、順序ロジットモデルを構築
して検証を行った。 

推計結果を表 2 に示す。各説明変数の t 値
に着目し、危険率 1%以下の確率で有意とな
った説明変数に着目した。まず、t 値がもっ
とも高い値を示したのは、「バスの利用頻度」
である。この係数は負の値を示し、バスの利
用頻度が高い人ほど、総合的な生活に対して
不満を抱いているという結果となった。これ
らの人は自動車を自由に利用できず、公共交
通のサービス水準が低いため、総合的な生活
に対して不満を抱いていると解釈できる。 

つぎに高い値を示したのは、「廃止ダミー」
であり、正の値であった。これは、赤字体質
の路線バスに対して、廃止してもしかたがな
いと考える人は廃止されても生活に支障が
ない人であるため、生活に対して満足してい
ると解釈できる。 

つぎに高い値を示したのは、「バス停まで
の所要時間」であり、負の値を示した。これ

は、バス停までの所要時間が長く、バス路線
から外れた地区に住んでいる人は、享受でき
る交通サービスの水準が低いため、総合的な
生活に対して不満であると解釈できる。 

以上のように、統計的に有意な説明変数と
なったのは、人々が置かれている移動に関す
る状況に関係する説明変数であり、移動に関
するサービス水準が向上すると総合的な生
活満足度も向上するという関係性が見られ
た。この結果から、日本においても「社会的
疎外」と「交通サービス」との間に関係があ
ると結論づけられるとともに、安全で質の高
い地域生活の実現には、公共交通サービスが
非常に重要であるということが分かった。 

 

5.各種効果のインベントリや計測手法・デ
ータ集のとりまとめ 

以上の結果を通して、地域公共交通サービ
スの効果について計測する基礎的な手法を
構築し、各地の公共交通運営事例を横並びで
比較することが可能となった。 
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